様式１－１
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般財団法人環境イノベーション情報機構

理 事 長　　大塚　柳太郎　　殿
　　　　　　　　　　　          　申請者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
平成３０年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業）

応募申請書
標記について、以下の必要書類を添えて申請します。

事業の名称：地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業
１．事業実施計画書

２．経費内訳

３．平成２５年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に官公庁又は会計検査院より、不　適切な会計経理の処理等の是正を求められた際の概要及び是正の措置内容並びに再発防止に向けた措置内容が分かる資料の写し

４．その他参考資料


別紙１―１
地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業実施計画書
(地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業)
	事業名
	

	事業実施の団体名
	

	事業実施の担当者
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	共同事業者
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話・FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	＜事業の目的・概要＞

	【事業の目的】
本提案が、国民運動「COOL CHOICE」を推進していく上で、どのような目的をもって実施するのかを記載してください。


	【事業の概要】
（１）実施する全ての事業について、それぞれの内容・規模、地域団体との連携等を記入してください。
項目
内容（記載例）
事業名

XXフェスティバルにおけるエコドライブ体験会
テーマ
エコドライブの推進
※公募要領　別表第１　対象とする間接補助事業の内容に合致していること

事業カテゴリー

双方向体験型
※事業カテゴリーについては下記から選択してください。
　①情報発信型（受動型）：テレビ・新聞広告等を通じ、不特定多数に対して一方向的に情報発信を行うことで普及啓発を行う事業
　②情報発信型（能動型）：講演会やパネル展示等により、対面で一報的に普及啓発を行う事業
　③双方向体験交流型：交流会、試乗会又は省エネ診断等、参加者との双方向のコミュニケーションを通じて普及啓発を行う事業

実施時期

〇月X日（土）
規模（リーチ数）
（想定及び実績）
100名（昨年度実績90名）
主な訴求対象
20代～30代の若年ファミリー層
（XXフェスティバルにおける主な来場者層）
事業の概要
XX市商工会議所が主催するXXフェスティバルのブースにおいて、エコドライブシミュレーターを用いた普及啓発を実施する。
地域団体との連携
XX市商工会議所と連携して事業を実施
効果的な実施のための工夫
*訴求テーマに応じた適切なメッセージ、時期、訴求対象との関係等を記載
•エコドライブが定着していない20代～30代（特に男性）に対し、自動車移動が増え始めるタイミングである〇月にエコドライブの実施を促す。
•その際、「ふんわりアクセル」といった比較的認知度が低く、実施が容易な対策について具体的に訴求することにより、実施率を高める。
•また、プロジェクターを使用することにより、周囲の方の関心を高めることにより、参加者の増加を図る。
　　　＊事業ごとにコピーして使用
（実施する事業については、別紙を使用せず、必ず上記記載例に沿って事業実施計画に記載すること）
（２）「COOL CHOICE」の賛同　有・無　
（賛同の有無を○付けする、有の場合、登録証明書を添付すること。また、無の場合は賛同手続き状況並びに賛同予定時期を具体的に記載すること。）
（３）　COOL CHOICE 賛同団体、賛同者の拡大について
　　　本事業をとおして、拡大するCOOL CHOICE 賛同団体、賛同者数の目標とその方法を記載してください。
（４）本事業の効果
本事業による普及啓発の目標とその効果測定方法を記載してください。



	＜市町村長の取組宣言等＞

	市町村長の取組宣言がどのように行われたかを記載してください。例：○月○日　記者会見、議会、広報紙等。
また、当該取組宣言の証拠書類を添付してください。例：HPの写し等。


	＜事業実施に関連する事項＞

	【他の補助金との関係】
＊　他の国の補助金等（固定価格買取制度を含む。）への応募状況等を記入する。


	＜事業実施スケジュール＞

	＊　事業の実施スケジュールを記入する。＊　実施スケジュールは別紙を添付してもよい。



注１　本計画書に、仕様書、記入内容の根拠資料等を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。

別紙２－１
地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業に要する経費内訳
(地方公共団体と連携したCO2排出削減促進事業)
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入


	(3)差引額

(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)基準額
	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)補助基本額
(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額
(7) 

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	（記載例）

業務費
　　・賃金
　　・諸謝金
　・旅費

	○○○
　　○○○
○○○

	（数量）×（単価）= 金額


	合　　計
	円
	


注　本内訳に、見積書又は計算書等を添付する。

（担当者欄）





所属部署名：


役　職　名：


氏　　　名：


Ｔ　Ｅ　Ｌ：


Ｆ　Ａ　Ｘ：


E-mail：
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